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1. (1) JALECの概要

商号： 株式会社JALエンジニアリング
(英文：JAL Engineering Co., Ltd. 略称：JALEC)

設立： 2009年10月1日
資本金： 8,000万円
株主： 日本航空株式会社（100％）
代表者： 代表取締役社長 北田 裕一
従業員数：約4,000名、うち約3,000人が整備士
主な事業所： 羽田空港、成田空港、伊丹空港
業務内容：航空機およびエンジン・部品の整備を行うとともに、

航空会社の整備機能を担う。
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1. (1) JALECの概要

㈱JAL航空機整備成田、㈱JAL航空機整備東京、JALエンジンテクノロジー
㈱、㈱JALアビテック、の4社を統合するとともに、羽田空港を含む国内空港
における航空機整備の現業部門ならびに一部を除く間接機能を㈱日本航空
インターナショナル整備本部より移管し、㈱JALエンジニアリングを設立

㈱ジェイエア整備部門と統合して大阪国際空港に「大阪航空機整備セン
ター」を設立、㈱ジェイエアの整備業務の管理の受託を開始

春秋航空日本㈱様の整備業務の管理の受託を開始

㈱フジドリームエアラインズ様の整備受託を開始

創立10周年

㈱ZIPAIR Tokyoの整備業務の管理の受託を開始

2009年10月

2016年4月

2018年6月

2019年1月

2019年10月

2019年12月
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1. (1) JALECの概要

企業理念
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1. (1) JALECの概要

運航整備

空港に到着した航空機に対して、次のフライトまでの間に行う点検・整備作業、わずかでも不具
合の兆候があれば直ちに修復作業や故障の隔離、代替機能の確認など行い、航空機を常に
安全な状態に維持
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1. (1) JALECの概要

機体点検整備

機体システム・電気装備品・客室装備品・機体構造・塗装のスキル毎に細分化、通常1～1
年半毎に実施する定期整備、不具合を未然に防ぐための改修作業や機体を保護し美しく保
つための塗装作業を実施
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1. (1) JALECの概要

エンジン整備

エンジン構成部品を単体まで分解し、エンジンブレード 1枚 ボルト 1本まで検査して自社修理
可能な部品を修理・点検し、組立・試運転まで実施
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1. (1) JALECの概要

装備品整備

航空機の脚部や動翼といった大きなものから、機内エンターテイメント機器や飛行・操縦に用い
られる計器類の整備
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1. (1) JALECの概要

機体整備の実施拠点
（委託先を含む）



11

1. (1) JALECの概要

外国籍航空機の整備受託

＜国籍記号（例）＞
B:中国・台湾
HS:タイ
HL:韓国
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1. (1) JALECの概要

外国籍の航空機やエンジン、装備品を整備するためには各国航空局の認定事業場と
しての認可を取得しなければならない。

現在JALECが認定を保有しているのは、15の国・地域となっている。

各国の航空局から認定事業場の認可を取得するためには、各国の航空法に基づいて
マニュアル(日本における業務規程にあたる)を制定しなければならない。

ICAO加盟国が定めた航空法は、国際民間航空条約(シカゴ条約)の規程並びに同条約
の附属書(ICAO Annex)として採択された標準、方式および手続きに準拠して制定され
ているため、各国固有の要件はあるものの基本要件は同じである。JALECも各国の航
空法に基づいてマニュアルを制定し、各国航空局より認定事業場としての認可を取得
している。
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1. (1) JALECの概要

外国籍の航空機やエンジン、装備品に関する業務に従事する者(間接部門も含む)は、JALECが制定した
各国のマニュアル(RSM/QCM, MOE, MOM, Supplemental Manual)に定めた要件に従い、各国の
Regulation訓練やその他必要な訓練を受講し外国認定業務にあたっている。
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1. (1) JALECの概要

外国当局からの認定(1) 15か国から8機種についてライン整備の認定を取得
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1. (1) JALECの概要

外国当局からの認定(2）
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1. (1) JALECの概要

航空関係法令としては、航空法、同施行令、同施行規則等があるが、航空法第三章・
第七章およびこれに関わる施行規則が、航空運送事業における安全性に関わる。

＜航空法の目次＞
第一章 総則（第一条・第二条）
第二章 登録（第三条―第九条）
第三章 航空機の安全性（第十条―第二十一条） ←別冊資料あり
第四章 航空従事者（第二十二条―第三十六条）
第五章 航空路、空港等及び航空保安施設（第三十七条―第五十六条の五）
第六章 航空機の運航（第五十七条―第九十九条）
第七章 航空運送事業等（第百条―第百二十五条）←別冊資料あり
第八章 外国航空機（第百二十六条―第百三十一条の二）
第九章 無人航空機（第百三十二条―第百三十二条の三）
第十章 雑則（第百三十三条―第百三十七条の四）
第十一章 罰則（第百三十八条―第百六十二条）
附則
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1. (1) JALECの概要

（事業場の認定）
第二十条 国土交通大臣は、申請により、次に掲げる一又は二以上の業務の能力が国土交通省令で
定める技術上の基準に適合することについて、事業場ごとに認定を行う。

一 航空機の設計及び設計後の検査の能力
二 航空機の製造及び完成後の検査の能力
三 航空機の整備及び整備後の検査の能力
四 航空機の整備又は改造の能力
五 装備品の設計及び設計後の検査の能力
六 装備品の製造及び完成後の検査の能力
七 装備品の修理又は改造の能力

２ 前項の認定を受けた者は、その認定を受けた事業場（以下「認定事業場」という。）ごとに、国土交
通省令で定める業務の実施に関する事項について業務規程を定め、国土交通大臣の認可を受けなけれ
ばならない。これを変更しようとするときも同様とする。

整備会社としての国の認定（別冊資料「第三章」 p.6～p.7）

https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/415AC0000000058_20190914_501AC0000000037
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1. (1) JALECの概要

表面
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1. (1) JALECの概要

裏面
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1. (1) JALECの概要

（業務の管理の受委託）
第百十三条の二 本邦航空運送事業者の事業の
用に供する航空機の運航又は整備に関する業務の
管理の委託及び受託については、国土交通大臣の
許可を受けなければならない。

２ 国土交通大臣は、前項の許可をしようとするとき
は、次の基準によって、これをしなければならない。
一 受託者が本邦航空運送事業者その他当該業務
の管理を行うのに適している者であること。
二 委託者及び受託者の責任の範囲が明確である
ことその他当該委託及び受託が輸送の安全を確保
するために適切なものであると認められること。

航空会社の整備機能を担うための国の許可
（別冊資料「第七章」 p.7）
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1. (1) JALECの概要

JALグループにおける整備機能の分担

JAL

738

767

777

787

A350

JAIR ZIPAIR
TOKYO

SJO

738

ERJ

787

JALEC

JALECは、JALをはじめJALグループ各航空会社（プロップ機除く）および春秋航空日
本（SJO）様の整備管理を受託している。
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1. (2) 航空会社と整備（修理）改造認定事業場

（航空機の整備又は改造）別冊資料「第三章」 p.6
第十九条 航空運送事業の用に供する国土交通省令で定める航空機であって、耐空証明のあるも
のの使用者は、当該航空機について整備（国土交通省令で定める軽微な保守を除く。次項及び次
条において同じ。）又は改造をする場合（第十七条第一項の修理又は改造をする場合を除く。）に
は、第二十条第一項第四号の能力について同項の認定を受けた者が、当該認定に係る整備又は改
造をし、かつ、国土交通省令で定めるところにより、当該航空機について第十条第四項各号の基準に
適合することを確認するのでなければ、これを航空の用に供してはならない。

（修理改造検査）別冊資料「第三章」 p.4～p.5
第十七条 耐空証明のある航空機の使用者は、当該航空機について国土交通省令で定める範囲
の修理又は改造（第十八条の予備品証明を受けた予備品を用いてする国土交通省令で定める範
囲の修理を除く。）をする場合には、その計画（次条第一項の承認を受けた設計（同条第三項の
承認があつたときは、その変更後のもの。同条において同じ。）又は国土交通省令で定める輸入した
航空機の修理若しくは改造のための設計に係るものを除く。）及び実施について国土交通大臣の検
査を受け、これに合格しなければ、これを航空の用に供してはならない。

航空会社の整備または改造を行うことができる者

https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/415AC0000000058_20190914_501AC0000000037
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1. (2) 航空会社と整備（修理）改造認定事業場

航空法施行規則に基づく作業の区分
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1. (2) 航空会社と整備（修理）改造認定事業場

国空機第1692号

整理番号 3-001
「航空機の整備および改造について」
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1. 会社紹介
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2. 航空会社設立から運航開始まで（技術面）

(1)許認可の流れ（ZIPAIR Tokyo）
事業許可、運航規程・整備規程、運航管理施設等の検査
安全性実証試験

(2)航空機の受領（A350）

(3)令和元年6月の法改正

(4)整備の目的と分類

(5)整備管理業務
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2. (1) 許認可の流れ

②運航規程・整備規程
の認可

③運航管理施設
等の検査

①事業許可
事業に係る事項、安全に係る事項の2つに
大別され(サーキュラー4-001に詳細は記載：
別添1 ) 以下についての資料を航空局に提
出し、事業開始までに準備できることを説明
する。以下いずれについても証明書類の提
出が求められる。
(1) 事業に係る事項
資金計画が事業遂行に必要十分であるか、
会社の運営体制、事業地域、想定ダイヤ等
(2) 安全に係る事項
運航乗務員、客室乗務員が必要数確保でき
ること、航空機が確保できること、整備体制
が整っていること、運航管理施設が整ってい
ること、就航地点で委託を行う場合、委託会
社はいずれかなど。
適合表を作成、提出し証明を行う。

A. 第100条の許可を取得後、商業運航開始にあたっては、航
空運送事業の用に供する施設に対し、運航管理施設等の検
査を受検し、合格しなければならない。(サーキュラー4-002)

B. 安全性実証試験は運航管理施設等の検査に位置づけら
れる。当該サーキュラー4-002第2.3項及びサーキュラー4-
003に記載された「本邦航空運送事業者等が実施する安全
性実証試験に係る運用指針」に沿い実施が必要であり、合
計50時間(通常飛行25時間、不具合を模擬した飛行最低25
時間)の実施が求められる。

第104条により本邦航空運送事業者は、国土
交通省令で定める航空機の運航及び整備に
関する事項について運航規程及び整備規程
を定め、国土交通大臣の認可を受けなけれ
ばならないとある。それぞれ、運航規程審査
要領細則、整備規程審査要領細則に適合し
ていることを証明し、認可を受ける。適合表を
作成し、証明を行う。
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2. (1) 許認可の流れ
（許可）
第百条 航空運送事業を経営しようとする者は、国土交通大臣の許可を受け
なければならない。（以下省略）

（許可基準）
第百一条 国土交通大臣は、前条の許可の申請があつたときは、その申請が
次の各号に適合するかどうかを審査しなければならない。（以下省略）
２ 国土交通大臣は、前項の規定により審査した結果、その申請が同項の基
準に適合していると認めたときは、航空運送事業の許可をしなければならない。
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（運航規程及び整備規程の認可）
第百四条 本邦航空運送事業者は、国土交通省令
で定める航空機の運航及び整備に関する事項につい
て運航規程及び整備規程を定め、国土交通大臣の
認可を受けなければならない。これを変更しようとする
ときも同様である。
２ 国土交通大臣は、前項の運航規程又は整備規
程が国土交通省令で定める技術上の基準に適合し
ていると認めるときは、同項の認可をしなければならな
い。

2. (1) 許認可の流れ
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2. (1) 許認可の流れ

（運航管理施設等の検査）
第百二条 第百条第一項の許可を受けた者（以下「本邦航
空運送事業者」という。）は、当該許可に係る事業の用に供
する航空機の運航管理の施設、航空機の整備の施設その他
の国土交通省令で定める航空機の運航の安全の確保のため
に必要な施設（以下「運航管理施設等」という。）について国
土交通大臣の検査を受け、これに合格しなければ、当該運航
管理施設等によりその事業の用に供する航空機を運航し、又
は整備してはならない。運航管理施設等について国土交通省
令で定める重要な変更をしたときも同様である。
２ 国土交通大臣は、前項の検査の結果、当該施設によって
本邦航空運送事業者がこの法律に従い当該事業を安全かつ
適確に遂行することができると認めるときは、これを合格としな
ければならない。法第１０２条第２項
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2. (1) 許認可の流れ

実証試験に関する通達

これらを進めていくにあたってはご当局との緻密な調整が必要であり、かなりの回数の
打ち合わせが必要である。ZIPAIR Tokyoについても初回打ち合わせから運航開始まで
は2年間を要したが、毎週1,2回相談、説明の機会を持って頂いた。なお、ZIPAIRの就航
までの期間は他社と比べてもかなり短いとのことであった。



32

2. (2) 航空機の受領（A350）

（登録）
第三条 国土交通大臣は、この章で定めるところ
により、航空機登録原簿に航空機の登録を行う。
（国籍の取得）
第三条の二 航空機は、登録を受けたときは、日
本の国籍を取得する。
（新規登録）
第五条 登録を受けていない航空機の登録（以
下「新規登録」という。）は、所有者の申請により
航空機登録原簿に左に掲げる事項を記載し、且
つ、登録記号を定め、これを航空機登録原簿に
記載することによって行う。
一 航空機の型式
二 航空機の製造者
三 航空機の番号
四 航空機の定置場
五 所有者の氏名又は名称及び住所
六 登録の年月日

（登録証明書の交付）
第六条 国土交通大臣は、新規登録をしたときは、申請
者に対し、航空機登録証明書を交付しなければならない。
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2. (2) 航空機の受領（A350）

（型式証明）
第十二条 国土交通大臣は、申請により、航空機の型式
の設計について型式証明を行う。
２ 国土交通大臣は、前項の申請があつたときは、その
申請に係る型式の航空機が第十条第四項の基準に適合
すると認めるときは、前項の型式証明をしなければならな
い。
３ 型式証明は、申請者に型式証明書を交付することに
よって行う。
４ 国土交通大臣は、第一項の型式証明をするときは、
あらかじめ経済産業大臣の意見をきかなければならない。

https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/415AC0000000058_20190914_501AC0000000037
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2. (2) 航空機の受領（A350）

製造国当局が発行した輸出耐空証明書
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2. (2) 航空機の受領（A350）

（耐空証明）
第十条 国土交通大臣は、申請により、
航空機（国土交通省令で定める滑空機
を除く。以下この章において同じ。）につい
て耐空証明を行う。
２ 前項の耐空証明は、日本の国籍を有
する航空機でなければ、受けることができ
ない。但し、政令で定める航空機について
は、この限りでない。
３ 耐空証明は、航空機の用途及び国
土交通省令で定める航空機の運用限界
を指定して行う。
４ 国土交通大臣は、第一項の申請があ
つたときは、当該航空機が次に掲げる基
準に適合するかどうかを設計、製造過程
及び現状について検査し、これらの基準に
適合すると認めるときは、耐空証明をしな
ければならない。
一 国土交通省令で定める安全性を確
保するための強度、構造及び性能につい
ての基準
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2. (2) 航空機の受領（A350）

（耐空証明の有効期間）
第十四条 耐空証明の有効期間は、一年とする。
但し、航空運送事業の用に供する航空機について
は、国土交通大臣が定める期間とする。
２－３ （略）
４ 国土交通大臣は、第一項の申請があつたとき
は、当該航空機が次に掲げる基準に適合するかど
うかを設計、製造過程及び現状について検査し、
これらの基準に適合すると認めるときは、耐空証明
をしなければならない。
一 国土交通省令で定める安全性を確保するため
の強度、構造及び性能についての基準

第十一条 航空機は、有効な耐空証明を受けて
いるものでなければ、航空の用に供してはならない。
但し、試験飛行等を行うため国土交通大臣の許
可を受けた場合は、この限りでない。
２ 航空機は、その受けている耐空証明において
指定された航空機の用途又は運用限界の範囲内
でなければ、航空の用に供してはならない。
３ 第一項ただし書の規定は、前項の場合に準用
する。
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2. (2) 航空機の受領（A350）

航空法施行規則
第十四条 法第十条第四項第一号（法第十条の二第二項において準用する
場合を含む。）の基準は、附属書第一に定める基準（装備品及び部品につい
ては附属書第一に定める基準又は国土交通大臣が承認した型式若しくは仕様
（電波法（昭和二十五年法律第百三十一号）の適用を受ける無線局の無
線設備にあっては、同法に定める技術基準））とする。

第十四条の二 前条第一項の型式又は仕様の承認を申請しようとする者は、
装備品等型式（仕様）承認申請書（第七号の二様式）を国土交通大臣に
提出しなければならない。
２ （略）
３ 前条第一項の型式又は仕様の承認は、装備品等型式（仕様）承認書
（第七号の三様式）を申請者に交付することによって行う。
４－９ （略）
１０ 前条第一項の承認を受けた型式又は仕様の装備品又は部品を製造す
る者は、当該装備品又は部品に同項の承認を受けた旨の表示を行わなければ
ならない。

第十五条 国土交通大臣は、申請により、装備品又は部品が第十四条第一
項の型式に適合するものであるかどうかについて検査を行い、これに適合すると
認めるときは、当該型式に適合する旨の認定を行う。
２ 前項の規定により行うべき検査の種類は、前条第三項の装備品等型式
（仕様）承認書において指定する。
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2. (2) 航空機の受領（A350）

（救急用具）
第六十二条 国土交通省令で定める航空機には、落下さんヽ 、
救命胴衣、非常信号灯その他の国土交通省令で定める救急用具
を装備しなければ、これを航空の用に供してはならない。

航空法施行規則
（救急用具）
第百五十条 航空機は、次の表に掲げるところにより、救急用具を
装備しなければこれを航空の用に供してはならない。

（特定救急用具の検査）
第百五十二条 第百五十条の規定により航空機に装備しなけれ
ばならない非常信号灯、救命胴衣、これに相当する救急用具、救
命ボート、航空機用救命無線機及び落下傘さん （以下「特定救
急用具」という。）は、その性能及び構造について国土交通大臣の
検査に合格したものでなければならない。ただし、型式について国
土交通大臣の承認を受けたもの並びに自衛隊の使用する航空機
に装備するものでその性能及び構造について防衛大臣が適当であ
ると認めたものについては、この限りでない。
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2. (2) 航空機の受領（A350）

現地駐在領収検査事務所
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2. (2) 航空機の受領（A350）
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2. (3) 整備の目的と分類

A. 整備の目的
航空機の機能と信頼性を維持し向上することにより、安全、定時かつ快適な航空機を社会
に提供することである。

B. 整備の基本方針
安全性、定時性および快適性を維持向上させるため整備を実施する。なお、整備の実施に
際し、法的要件をはじめとした社会的制約条件も考慮する。

C. 品質目標
安全性、定時性および快適性を追求する。
与えられた制約条件のもとで、いずれかを優先しなければならない場合は、安全性を最も優
先させる。
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2. (3) 整備の目的と分類

この品質目標を実現するため、それぞれ以下について実施する。

a. 安全性
事実および科学的判断に基づき、航空機の状態と日常の業務の中から安全を損なう要因
を排除し、耐空性を維持する。

b. 定時性
航空機および整備作業に起因する発着の遅延を防ぐため、各部門において、発生した故障
が安全性や快適性に及ぼす影響の程度を判断し、選別して、修理持越しが可能なものは適
切な時期に計画的に修理を行うことによって不必要な遅延を避ける。
また、定時性の根本的な改善のため、遅延の主たる原因となる故障の発生を抑止する。

c. 快適性
旅客や貨物に対する諸装備が充分な機能と信頼性をもって働くように維持すると共に、航空

機の内外を清潔に保ち、美観を保持する。
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2. (3) 整備の目的と分類

機体整備(Ship Maintenance)
機体に装備されたエンジンおよび装備品を含めた航空機全体を対象とする作業である。エンジンおよび装備品
の分解を必要とする作業や複雑な調整、試験等を行う必要がある場合はそれらをServiceable なものと交換
する作業のみ行う。機体構造のように容易に交換できない部分は機体整備として修理・加工等の作業を行う。

工場整備(Shop Maintenance)
機体から取りおろされたエンジン、装備品および部品に対する整備作業であり、目的とする整備が終わった後は
Serviceable な予備品として保管され、必要なときに機体に装備される。

＜整備の分類＞
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2. (3) 整備の目的と分類

＜整備作業の区分＞
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2. (4) 整備管理業務（技術・品質・訓練・生産）

(1)Maintenance Requirement Manual（MRM）
整備作業の計画の基礎となる定例整備要目および非定例整
備要目を設定しているマニュアル

(2)MEL/CDL Manual（MCM）
整備と運航に共通の運用許容基準(含むCDL) を設定してい
るマニュアル

(3)Aircraft Maintenance Manual（AMM）
機体作業に関する整備作業の基準、手順および航空機の標
準装備を設定しているマニュアル

(4)Illustrated Parts Catalog （IPC）
機体構成部品表を記載しているマニュアル

(5)Structural Repair Manual（SRM）
機体構造に関する修理作業の手順を設定しているマニュアル

(6)Wiring Diagram Manual（WDM）
機体配線図を記載しているマニュアル

(7)Power plant Overhaul Manual（POM）
原動機に関する修理作業の手順を設定しているマニュアル

(8)Component Overhaul Manual（COM）
部品に関する修理作業の手順を設定しているマニュアル

(9)Standard Process Manual（SPM）
溶接・メッキ等、特定の専門的作業に関する規格と手順

(10)Material Handling Manual（MHM）
整備作業に必要な材料の規格、使用法および取扱法

(11)Nondestructive Test Manual（NDT）
機体構造および機体主要Component に関する非破壊検
査の規格と手順

MM は次の11 のManual から成り、更にManual によっては、機種別、エンジン形式別等のVolume
（編）に分けられる。

技術管理
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2. (4) 整備管理業務（技術・品質・訓練・生産）

「品質保証」とは、品質を保証するための”仕組
み”であり、「品質管理」とは、その仕組みに従って
常に一定の品質を維持するための”活動”のこと
を言う。航空法施行規則第三十五条第六項によ
り、認定事業場は認定業務の的確な実施のため
に品質管理制度を定めなければならない。すなわ
ち直接部門だけでなく間接部門が係る認定業務
についても、航空機および装備品の品質を保証す
るために品質管理制度に従わなければならない。

JALECは、航空機やエンジン、装備品の整備の
品質目標として、安全性、定時性および快適性
の追求を掲げ、4M(Man, Method, 
Machine, Material)の維持管理、整備記録
の管理、監査制度等について業務規程を制定し
それに遵守して業務にあたることで航空機および
装備品の品質を保証している。

品質管理
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2. (4) 整備管理業務（技術・品質・訓練・生産）

整備士の養成
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2. (4) 整備管理業務（技術・品質・訓練・生産）

事業計画に基づく運航諸元、あるいは技術計
画や受託の計画から、将来発生する整備の作
業量を予測、つまり負荷計画の策定を行う。

一方でその負荷を、認定の範囲や能力・場所、
時期などを勘案しながら、自社あるいは他社の
リソースを活用してどのようにこなすのかを計画
するのが、処理計画の策定である。

処理側の計画は、人員、施設設備といったいわ
ゆるリソースに関する計画であるが、これらは中
長期的な戦略に基づく人財育成や施設設備投
資計画、そして収支の計画と密接な関係にある
ため、広く深い議論を尽くしたうえで意志を込め
て策定すべき、全社員にとって極めて重要なもの
である。これらの計画は具体的には右表にある
ようなことを勘案して立案される。

生産管理


